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文化財の存在による社会的価値
日本各地に残る史跡や美術等の文化財は、各時
代に創造された価値が社会的な認知を受けたこと
で、地域・社会にとって貴重な資産と認知されたも
のである＊1。文化財はそれ自体の存在が観光等
の需要創出や、地域のアイデンティティとなる等目
に見えない価値をもたらしている。文化財のもたら
す価値は経済波及効果と、その他の見えない価
値である社会的価値（利用価値・非利用価
値）*2と整理できる（図1参照）。

経済波及効果
経済波及効果とは、対象の財が存在することであ
る産業の需要が新たに発生することにより、周辺
産業に生産を誘発する効果である。例えば、文化
財がそこに存在することにより、観光需要が生まれ、
観光客の来訪による交通需要や宿泊、飲食の需
要が生まれること等が例として挙げられる。

社会的価値
社会的価値とは、対象の財の存在や、財を中心
とした経済活動を通じて、地域や他産業などのス
テークホルダーに対してもたらされる公益的価値と定
義される。例えば、対象の財の存在が地域のシン
ボルとして、住民のアイデンティティを形成している
場合、地域に価値をもたらしていると考えることがで
きる。社会的価値はその性質により利用価値・非
利用価値に大きく分類することができる。利用価
値はその財を直接・間接的に利用することにより得
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出所：株式会社日本政策投資銀行「スタジアム・アリーナおよびスポーツチームがもたらす社会的価値の可視化・定量化調査」
を参考にDTFA作成

*1 垣内, 岩本, 氏家, 奥山, 児玉., 文化財の価値を評価する 景観・観光・まちづくり 文化とまちづくり叢.,水曜社 2011
*2 栗山, 柘植, 庄子., 初心者のための環境評価入門., 勁草書房, 1998 なお、価値の分類は対象の財や評価の目的等により異なる場合があることに留意する必要がある

図1. 文化財の持つ社会的価値の概念図
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られる価値であり、例えば文化財への入場や鑑賞
が挙げられる。非利用価値は、存在するという情
報や後世に残すことにより得られる価値であり、上
述した地域住民のアイデンティティへの貢献や、歴
史的な建物の保存が挙げられる*3。

経済波及効果および社会的価値の分析方法
経済波及効果の分析
経済波及効果は、当該財の存在する国・地域等
の産業連関表を用いて分析することができる。算
出にあたっては、公開情報やインタビュー等により当
該財がもたらす経済活動を特定する。

社会的価値の分析
社会的価値は目に見えない価値であり、また当該
財を取引する市場を持たないケースがあることから、
消費者が得ている効用への対価を観測することが
難しい場合がある。そのため、社会的価値の分析
においては、当該財の利用者がどれだけの効用を
感じているか（支払意志額：Willingness to
Pay）をアンケート調査等を用いて分析するなどの
手段が用いられる*3 （図2参照）。分析の手法と
しては、当該財により影響を受ける消費行動に関
する需要曲線を推定し、当該財により生じる消費
者余剰の変化分を求める「消費者余剰法」、アン
ケート等を用いて評価対象の財に対する支払意志
額を受益者に尋ねることで価値を推定する「仮想
市場評価法」等がある。

小田原城址公園の社会的価値分析
デロイトトーマツ ファイナンシャルアドバイザリー（以
下、DTFA）では、小田原市観光課、小田原城
総合管理事務所の協力を頂き、小田原城址公
園に関するアンケートを実施し、社会的価値の分
析を行った。

小田原城とは
小田原城は1500年以降に戦国大名小田原北条
氏の居城となってから、関東の中心拠点となった神
奈川県小田原市に存在する城である。豊臣秀吉
の来攻に備えて城下を囲む総構を完成させ、日本
最大の中世城郭に発展した。
江戸時代には、稲葉氏が城主となってから大規模
な改修工事が始められ、近世城郭として生まれ変
わり、箱根を控えた関東地方防御の要衝、また幕
藩体制を支える譜代大名の居城として、幕末まで
重要な役割を担ったものの、明治3年に廃城となっ
てほとんどの建物は解体され、残っていた石垣も
1923年の関東大震災により崩れ落ちてしまった。
現在の小田原城跡は、本丸を中心に「城址公
園」として整備され、1960年に天守閣が復興、次
いで1971年には常盤木門、1997年には銅門、
2009年には馬出門が復元されたものである。なお、
本丸・二の丸の大部分と総構の一部が、国の史
跡に指定されている*4 。

小田原市が取り組む主要な施策
小田原市は、貴重な文化財の小田原城跡を一
層親しんで頂くと共に、長く後世に伝えていくことを

目的として本格的な史跡整備に取り組んでいる。
小田原駅・小田原城周辺のまちづくり
小田原城址公園には、年間325万人（令和元
年実績）の観光客が訪れている。銅門や馬出門
の復元、天守閣やNINJA館のリニューアルと城址公
園内の整備が進み、史跡としての魅力が向上する
と共に、観光客誘致に大きな期待がもたれている。
小田原城の整備が進む中、小田原城を訪れた観
光客の周辺地区への回遊が課題であることから回
遊促進のため、小田原駅・小田原城周辺の整備
が進められ、お城通りには、広域交流施設・ミナカ
小田原、正規登城口の前には、観光交流センター
がオープンし、三の丸ホールも9月にオープンした。
このような拠点をつなぎ、回遊を促すとともに、引き
続き小田原城址公園の整備を進め、観光資源を
活用し、更なる交流人口の増加と観光消費額の
拡大、地域経済の活性化を目指している。

史跡小田原城跡保存活用計画
国指定の史跡である小田原城跡の価値をあらた
めて明確にするとともに、課題を整理し、今後の保
存・活用・整備をさらに推し進めるべく、令和3年3
月に新たに史跡小田原城全体に係る取組の基本
方針となる「史跡小田原城跡保存活用計画」を
策定している。今後は、これに基づき戦国時代と
江戸時代、2つの顔をもつ貴重な史跡の価値を適
切に保存し、計画的に活用していくこととしている*5。

出所：栗山・拓殖・庄子「初心者のための環境評価入門」(1998)を参考にDTFA作成
*3栗山, 柘植, 庄子., 初心者のための環境評価入門., 勁草書房, 1998
*4小田原城ホームページ（https://odawaracastle.com/)
*5小田原市., 史跡小田原城跡保存活用計画., 2020 (https://www.city.odawara.kanagawa.jp/global-image/units/462516/1-20201214154056.pdf)

図2. 社会的価値における支払意志額の推定の概念図
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分析結果
本件は、小田原城や小田原市のHPで国指定史
跡に位置する小田原城址公園に関するWebアン
ケートを周知し、訪問者等800名以上からの回答
により、社会的価値の分析を行った。

経済波及効果
経済波及効果は、小田原城址公園での経済活
動（観光、催事、運営・管理）に関する創出需
要の及ぼす効果を神奈川県の産業連関表を用い
て分析した。結果、小田原城址公園での創出需
要による1年間の経済波及効果は約200億円、雇
用効果は約2,360名と分析された。これは小田原
市に事務所や工場が存在する企業等の雇用者
数や売上規模および小田原城址公園の運営コス
トと比較して同等あるいはそれ以上の経済効果を
地域に創出していることとなる。特に外国人観光
客の消費単価が高いことから、ポストコロナにおいて、
外国人観光客の呼び込みに向けた観光資源の再
開発や、その中での小田原城址公園の貢献が期
待される。

社会的価値
社会的価値は、小田原城址公園に関するアン
ケートの結果を統計モデルを用いて分析し、小田原
城址公園の存在に対する支払意志額を推定する
ことで分析した。対象地域は小田原市および、社

会見学等を含め訪問経験のある住民の多い地域
である県西地域・湘南西地域とした。結果、 3地
域における社会的価値は合計570億円、訪問者
の社会的価値は95億円と分析され、大半は非利
用価値と分析された。

秦野市

南足柄市
中井町大井町

松田町

山北町

開成町 平塚市

大磯町
二宮町

小田原市

箱根町

真鶴町湯河原町

【非利用価値】
3地域合計（小田原市、
県西地域と湘南西地域）
570億円

神奈川県への経済波及
効果
200億円(1年) および、
2,360名の雇用効果

天守閣入場料収入

2.4億円
小田原市内

食品製造販売会社

102億円
小田原城址公園
経済波及効果

200億円

小田原・箱根エリア
運輸会社

103億円

小田原城
天守閣

大改修費用

10億円

小田原城址公園雇用効果

2,360人

小田原市内食品製造販売会社
従業員数**

719人

国内製造業小田原・足柄地区工場
従業員数**

1,080人

小田原・箱根エリアサービス会社
従業員数**

1,138人

小田原市役所職員数*

1,216人

*   2021年4月時点、行政職職員のみ
** 会社ホームページより

出所：各社の有価証券報告書、ホームページ等よりDTFA作成

図3. 地域別経済波及効果・社会的価値

図4. 経済波及効果の小田原市主要事業者との比較

【利用価値】
天守閣訪問者:60万人
消費者余剰および取引価値 95億円

注1: 経済的価値分析に使用した経済モデルは現実の経済構造を単純化し表現したものである。当該モデルは本資料発行時点での最新の公開情報に準拠しており、経済変数間の関係
は変化する可能性がある。
注2: 経済波及効果と企業の売上高もしくはその他費用等は概念が異なるものであり、単純に比較できるものではないが、規模の比較のために掲載している。
注3: 社会的価値分析においては、コロナ禍の影響により、想定される訪問者のすべてにアンケート調査を得られておらず、小田原城址公園の社会的価値を正確に反映しきれておらず前提
条件および仮定が異なれば、分析結果が大きく相違する場合がある。本件で実施したアンケート結果の分析は、今般の新型コロナ・ウィルスの感染拡大による影響を必ずしも網羅的かつ正
確には勘案しておらず、拡大しつつある新型コロナ・ウィルスの状況や、世界経済等により影響を受ける可能性がある。

■県西地域
■湘南西地域
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小田原城址公園の社会的価
値の源泉は地域住民へのアイ
デンティティ形成および歴史的
価値にあると分析された

算出された支払意志額は、現在（2021年8月時
点）の小田原城天守閣への入場料を上回ってお
り、訪問者や地域住民が入場料以上の価値を小
田原城址公園に感じていることがわかる。

また、アンケート回答結果によると、近隣住民が地
域のアイデンティティ・ランドマークとしての価値を見
出していること、また歴史的価値を見出していること
が社会的価値の源泉と考えられる（グラフ1, 2参
照）。

社会的価値の見える化とその活用
上記小田原城址公園のケースのように、経済学的
手法を用いて市場で測ることが難しい価値を分析
することにより、利用者がその財のどのような要素に
価値を感じているのか、またその金額がいくらかを可
視化することができる。本ケースでは、アンケート等の
プロセスを通じ、市場価値とは異なる社会的価値
が分析されたことで、そのシンボルとしての存在が可
視化されたものと考えている。

一つの例としては、社会的インパクトを意図した投
資の投資効果や、費用対効果の分析等を行うこ
とが可能となる。例えば、文化財の保存・維持に
対する費用としてどの程度の金額が許容され得る
のか、また市場からの資金調達の可能性としてどの
ような制度設計がありうるのか、その他関連政策の
検討等に役立てることが可能である。

さらに、経済波及効果を用いて文化財を活用した
観光業の活性化やイベントの開催が地域経済にも
たらす経済波及効果や、ポストコロナの環境におい
て外国人観光客を呼び込んだ場合の経済波及効
果等を分析することで、観光政策の意思決定に活
用することが考えられる。

また、民間企業において取り組むESGに対する活動
が社内外のステークホルダーに与える効果や、その
他の非営利団体（NPO、NGOやスポーツクラブな
ど）の活動により近隣のステークホルダーに与える
効果などの分析を行うことにより、企業のESG活動
に対する投資対効果を貨幣単位で測定することも
可能である。

企業や公共団体、非営利団体等によるESG活動
が活発化する中、このような社会的価値分析の活
用余地が拡大していくと考えられる。

社会的価値を可視化することにより適切な
資源配分の実現が可能となる

49%

19%

17%

15%

歴史的価値の保存のため

地域の経済的重要性のため

催事や憩いの場としての公園機能を保つため

地域のアイデンティティを保つため

15%

30%52%

3%

小田原のアイデンティティの一つであり、神奈川県を象徴するランドマークの一つ

小田原のアイデンティティの一つであり、小田原を象徴するランドマークの一つ

小田原のアイデンティティの一つでは無いが、小田原を象徴するランドマークの一つ

特に重要性を感じていない

グラフ2. 小田原城（小田原城址公園）の地域にお
ける重要性に関する印象に対する回答

グラフ1.小田原城址公園の維持等に寄付などを支払
うと考える理由に対する回答

留意事項：本サマリーレポートは小田原市との合意のもと作成されたものであり、第三者により利用されることを想定しておらず、閲覧者等に対して注意義務または契約上の義務を負って実
施されたものではありません。したがって、当社は、本サマリーレポートに関連する業務に関して、閲覧者等に対して裁判上または裁判外を問わずいかなる義務または責任も負いません。また、
閲覧者等は、本サマリーレポートの受領または閲覧によって本サマリーレポートに依拠する権利およびこれを引用する権利を含むいかなる権利も取得しません。閲覧者等は本サマリーレポートに
記載された一定の前提条件・仮定および制約について受容するとともに閲覧者等による本サマリーレポートの利用および利用の結果に関するすべての責任を閲覧者等自身が負います。
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